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Discussion about the journalism education corresponding to the 












Journalism education has been taught at major universities in Japan since the beginning of 20th century. 
The reputation of this from media industry is questionable. Both academia and media industry have been 
seeking improvements of its curriculum. The purpose of this study is to find unknown issues in journalism 
education in Japan by comparative analysis in the vocational capability with journalists between Japan 
and the United States. This might suggest its better educational system to be established. At first, its 
vocational capability is divided in two parts. One is knowledge and experience in journalism. And the 
other is its logistics of news contents, organizational coordination and information system. This study 
emphasizes the later part, especially in the relation with hidden curriculum theory. As this study area is 
the interdisciplinary striding between pedagogy and journalism study where previous research exists few. 
The comparative institutional analysis is used for paradigm in this study.
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情報 (on-site information) を中央集権化して
用いることができない。
　組織内の経営資源は有限である。x1=x2 のとき
に D のかかる項が 0 となる。つまり、取材部門
と編集部門の業務レベルが等しくなったときが、
xi  (i=1,2) とするとき、
 
まず、組織全体の効率性を観察するために、図２にあるような組織の費用構造を関数で表してみる。取材部門と編集部
門の活動レベルをそれぞれ��	�� � ���)とするとき、 
 


















４． 経営部門は取材部門と編集部門に分散された情報(on-site information)を中央集権化して用いることができない。 
 
 組織内の経営資源は有限である。�� � ��のときにDのかかる項が0となる。つまり、取材部門と編集部門の業務レベル
が等しくなったときが、狭義の部門間コーディネーションが完全に達成された状態である。BとDの相対的大小関係はこの
メディア組織において部門間のコーディネーションの必要性と組織内資産の効率的な配分のどちらが相対的に重要である

























































































































































































































第 i 部門の情報をξ i と記すことにする。次に経
営部門はξ i に依存して取材と編集の各部門がど
のように業務レベルを決定すべきかを意思決定の
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ⅹⅵ　青木昌彦 2003 年『比較制度分析に向けて　新装版』NTT 出版、245-250
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あり、その中でレポーター課程とエディター課程
が分かれている場合がある。また、マネジャーで
あればビジネス・スクール（経営大学院）が存在
する。つまり、米国では、メディアの各職種・職
能に対して、大学が整合的な各種プロフェッショ
ナル・スクールという職業教育を用意しているの
である。
　メディアとて利益の極大化を目的にする組織で
ある。すなわち、その経営には取材編集面での費
用対効果、チームワークの効率性といった要因は
重要視され、その高低や強弱がそのメディアの競
争優位を左右する。Ａ型システムを持つメディア
が求める職能は主に機能的技能である。これは職
業教育のストック面とフロー面の両面のうち、相
対的にストック面が強調された能力といえよう。
こうした能力は文脈的技能と比較して分析同定し
やすい。すなわちカリキュラム化が容易なのであ
る。米国の専門職大学院の存在を可能にしている
大きな要因として、職場で求められる技能が機能
的技能であることが挙げられる。専門的に特化さ
れ体系化された技能である機能的技能であれば、
その技能一つ一つを分析し教育内容を定めカリ
キュラムに採用することが可能である。ジャーナ
リズム教育であれば、米国メディアにある「Ａ型
システム」の内容を分析し、それに見合った機能
的技術を抽出して教育内容と方法を編成し、職業
教育カリキュラムに取り込むのである。すなわち、
米国のジャーナリズム教育の制度設計を可能にす
る大きな要因は、メディアが求める機能的技能に
対して、大学は顕在化カリキュラムで直接的かつ
体系的に対応が可能だからである。
　また、Ａ型システムを持つメディアにとっても、
機能的技能の習得を目指したジャーナリズム教育
を受けた人材を採用することは費用効率的かつ競
争優位にもつながることから、経営判断として合
理的といえよう。こうした状態は大学とメディア
能する条件について簡単な説明を加える。Ａ型シ
ステムを持つメディアでは、費用関数のパラメー
ターでいえば、先の式（２）におけるＢがＤに
比べて相対的に大きく、すなわち資源競合性の
解決がより重要であり、また個別ショックの分
散σ 2 γが大きい組織である。つまり、その技術
と確率的ショックの性質から見て情報分散型の情
報システムが情報効率的となるようなメディアで
ある。これに対して J 型システムを持つメディ
ア企業はＤがＢに比べて相対的に大きく、すなわ
ちコーディネーションがより重要で、また個別
ショックの分散σ 2 γが小さい産業である。した
がって、情報同化システム、あるいは水平的ヒエ
ラルキーといった情報共有型の情報システムが情
報効率的となる。
６．２　ジャーナリズム教育の制度設計における
教育フロー面の検討
　ここで、メディアへの人材を供給することを目
的にした大学の職業教育について考えて行きたい。
ジャーナリズム教育といった大学の職業教育で最
重要課題となるのが、職場で有効に活用できる職
能を涵養するカリキュラムの制度設計である。米
国の大学には、職種や職階、そして職能に対応す
るさまざまな専門職大学院（プロフェッショナル・
スクール）がある。米国の大学では一般的に、一
般教養を涵養するリベラル・アーツは学士課程で、
専門職養成はプロフェッショナル・スクールの修
士課程で、そして研究者養成は研究大学院の博士
課程で、とそれぞれ分化している。ジャーナリズ
ム教育はこの中でプロフェッショナル・スクール
の修士課程がほとんどである。米国の大学にはＡ
型システムを持つ米国メディアが求める職種や職
能に対する大学の職業教育は別個に存在する。例
えば、レポーターとエディターでいえば、ジャー
ナリズム・スクール（ジャーナリズム大学院）で
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システムを持つメディアでは、文脈的技能を持っ
たもの同士のマッチングがもっとも効率的で、機
能的技能を持ったジャーナリズム教育習得者を採
用することは、組織内コーディネーション的かつ
費用効率的に非効率に陥ってしまうリスクがある。
J 型システムを持つメディアの合理的な経営判断
とは、潜在的カリキュラムを含む一般的な教養を
学習した人材を採用し、その企業特殊的であり暗
黙知的な職能を内部で醸成することであろう。こ
れが日本のメディアがジャーナリズム教育修得者
を高く評価せず、日本のジャーナリズム教育の機
能不全の一因に陥っている原因だと考える。
　これまで見てきたような組織内コーディネー
ションや情報システムといったジャーナリズム
の知識・技能の産物を流通させる制度はこれま
で、大学のジャーナリズム教育カリキュラムに盛
り込まれてこなかった。J 型システムのように主
に文脈的技能が求められる職場に対して、日本の
ジャーナリズム教育が、主に機能的技能を醸成さ
せるカリキュラムであったことがその機能不全の
原因といえよう。つまり、メディアがジャーナリ
ズム教育を受けた者を採用するかどうかは、これ
まで日本国内で議論されてきたその教育への好悪
といった感情のしこりとはまったく別次元の問題
であり、その企業の競争優位に資するか否かを決
めるしごく合理的な経営的課題なのである。
　今回はジャーナリズム教育の制度面について分
析してきた。そこで新たな課題として浮き彫りに
なったのが、そのフロー面に属する職業能力の内
容についてである。すなわち、これは文脈的技能
の中身なのだが、これまで潜在的カリキュラムで
醸成されるとされてきたのだが、その実態につい
ては把握しきれていない。これに関する研究は、
大学のジャーナリズム教育だけでなく、法科大学
にとって相互依存関係が存在する、すなわち両者
間に制度的補完性が存在する状態にあるといえる。
つまり、メディアの情報システムとジャーナリズ
ム教育の間にはゲーム理論的なパレート均衡が存
在すると考えられるのである。
　一方、J 型システムを持つメディアが求める職
能は主に文脈的技能である。これを醸成するには
ジャーナリズムの職能に関するストック面とフ
ロー面の両面を併せ持つ職業教育が必要となる。
大学の職業教育モデルである金子の「職業知モー
ド」と「J モード」では、職業知識を大学の教育
課程として成立させるには、職場での実際に必要
と意識される多様な具体的・実践的な職業技能を、
論理的に職業知識として体系化する必要性とその
困難さが強調されているⅹⅹⅸ。濱田が指摘するよ
うな現場の「空気」のようなジャーナリストの職
能のフロー面的な内容を大学がカリキュラム化す
るのは困難である。この結果、労働市場がこのよ
うな職業教育を求めているにもかかわらず、大学
が用意できるのは機能的技能の習得を軸とした職
業カリキュラムになってしまう。
　ここで職業教育と職業能力とのミスマッチにつ
いて考えてみる。組織の生産効率を考えた場合、
Ａ型システムを持つメディアでは、機能的技能を
修得したもの同士、例えばジャーナリズム教育を
受けた者同士が集合した時にもっとも効率的に運
営され、リベラル・アーツ的な広範な教養をもち
他人との協調的な行動ができる者など、文脈的技
能を持ったもの同士が集合したときには非効率と
なりコスト高となる。さらに文脈的技能を持った
ものと機能的な技能をもったものが恊働する場合
は、ミスマッチのケースとなる。この場合、文脈
的技能を持った者同士がマッチされるケース以上
に非効率な組織運営が行われるだろう。逆にＪ型
ⅹⅹⅸ　金子元久 2007 年、『大学の教育力』ちくま新書、132-137
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院や経営大学院といった専門職大学院のカリキュ
ラム策定において示唆を与えることになろう。今
後の研究課題としたい。
